第２章　求められる「自治体職員の働き方」

「『○○したいけど難しい』という人がいる。

『難しい』に力が入っている。

『難しいけど○○したい』という人がいる。

『したい』に力が入っている。」

（西村佳哲『自分をいかして生きる』バジリコ、2009年、179頁）

１　求められない働き方の諸特徴

　前章で、「自治体職員の働き方」を問い直す必要があることを述べました。しかし、それでは、自治体職員に求められる働き方とはいかなるものなのでしょうか？ 

この問いに答えることは容易ではありません。「答え」は複数あり得るのであって、「唯一の答え」があるわけではないからです。

そこで、やや迂遠になるかもしれませんが、まずは、「求められない働き方の特徴ってなんだろう？」ということから考えていきたいと思います。それによって、「答え」の外延を画することができるからです。

前章では、「こなす仕事」の仕方が問題だということを述べました。しかし、「求められない働き方」はこれに限定されません。以下、必ずしも網羅的ではありませんが、思いつくままに挙げてみたいと思います。（ただし、不正・汚職を伴うような仕事の仕方は「問題外（＝お話にならない）」ですので、ここでは言及しません。）

1-1　事なかれ主義と思考停止

　まずは、次の文章をご覧ください。有川浩のベストセラー『県庁おもてなし課』の中の一節です。

「･･･効率化しようって動きには中々ならないんだよね。今までのやり方を変えようとすると、そのほうが時間かかったりするから。取り敢えず今回は、って流しちゃう。

　･･･（中略）･･･中で働いている身として色々思うところはありますが･･･何か提案しても実現するのは数年後とか、平気であるしね。硬直しているよな。イラッとすることは多々あります」

　（有川浩『県庁おもてなし課』角川書店、2011年、326頁）

　いかがでしょうか？思わず、「自分も同じだ」とうなずいてしまった方も少なくないのではないでしょうか？

　注目すべきは、何気ない「先送り」が悪名高き「事なかれ主義」につながるということです。つまり、「事なかれ主義」というのは、“無能なやる気のない公務員”に起因する現象というよりは、ごく普通の公務員のありがちな傾向の蓄積として生み出されるものなのです。

　そして、それが、「どうせ変えられないなら、考えても無駄」だという発想と結び付くと、「思考停止」が生じます。こうなると、かなり重症です。問題を問題として認識できなくなってしまうわけですから。

1-2　局所的思考

そこまで重症に至らないまでも、多くの自治体職員が陥りがちなのが、局所的思考パターンです。割り当てられた業務の範囲の中だけで物事を考えがちになってしまうという現象です。

そもそも、分業によって割り当てられた個々の業務というのは、あくまで目的を達成するための手段にすぎません。ところが、「自治体行政全体の目的とは何なのか」とか「その仕事を通じて実現すべき目的は何なのか」といった「原点」が忘れられてしまい、手段が目的化してしまうわけです。

その結果、複数の課にまたがるような案件が出てきた際に、互いに責任を押し付けあうような事態が生じることもあります。いわゆる「セクショナリズム」あるいは「たらいまわし」という問題です。

1-3　「公平論」や「もしも」論による「できない理由探し」

　また、自治体職員の中にしばしばみられるのが、「できない理由探し」への逃避です。たとえば、「みんなが行きたくなるような観光マップを作ろう」という話になった際に、「紹介する場所が恣意的になってしまうと不公平になるので問題だ」というもっともらしい「公平論」を持ち出したり、「子どもの遊び場が減っている。里山を整備して子どもの遊び場にしてはどうか」という意見が出た際に、「もしも子どもが怪我をしたらどうするのか。おまえが責任をとれるのか」といった「もしも」論を展開したりすることで、「できない理由探し」に終始するといった姿勢がそれです。

　生じうる問題点を予めできるだけ網羅的に考えておき、対応策を考えるということ自体はとても大事なことです。が、しかし、それが、「反対のための反対論」だとすれば、好ましくありません。もちろん、そうした反対論・消極論を押さえ込めるほどの緻密なプランを提案者が用意できればよいのですが、そうでない場合には、組織全体の雰囲気が冷めてしまいます。提案者もやる気を失ってしまいます。

　「できない理由探し」が得意な人は、潜在的にいえば、「できる方法」を探すのも得意なはずです。にもかかわらず、「できない理由探し」に終始しているとすれば、その理由は、その方が楽であり、（「できない」結果として「現状維持」になるので）無難だからです。

しかし、「できない」ことによって困る人がいるはずです。その人たちの「現実」に思いを馳せることなく、自らの知識を不動のものとして、それに基づいて「現実」を排除してしまうのはあまりに他者感覚が欠如しているといわざるを得ないでしょう。

「善きことのために知識を使う」のではなく、「自分の知識の中に『現実』を押し込めてしまう」のは、「知識」の本来の意味合いから外れます。「知識」とは、もともと仏教用語であり、「信者が善業を積み重ねるために寺院や仏像の建立や維持、写経や福祉などの事業のために金品などを寄進すること」を意味するからです。つまり、「知識」とは、自分の能力等を利他的に使うことなのです
。

1-4　仕事の目的や必要性よりも自分たちの体面や負担を第一に考える

　上記の点と密接に絡んでいるのですが、自治体職員の中には、何か新しいことをしようとすると、「落とし所が分からないので議論しても意味がない」、「関係課の負担が増えて文句が出る」、「超勤が増える」、「過去の誤りを認めることになる」、「そんなことを始めたら市民からの意見が噴出して業務に混乱が生じる」などの理由で、必死に抵抗しようとする人もいます。

彼（女）らに共通しているのは、「市民福祉の向上のためには、○○という課題があって、そのために△×政策が必要で、そのためにこの仕事が必要になるのだ」という「目的」や「必要性」を起点とした発想が欠落しているという点です。また、①予め帰結を予想し、その帰結として生じるかもしれない（自分たちにとっての）問題点を過大視するという傾向と、②落とし所が見えやすい無難な仕事に終始しようとする姿勢においても共通しています。

問題は、そのように無難な「着地点」を見出してから行動する職員が、組織の中で、「有能な職員、プロっぽい職員」と見なされていることが少なくないことです。そうした職員は、組織に波風を立たせず、スムースに物事を進めることに長けているように見えるからでしょう。

確かに、自治体職員として仕事をしていく上で、“帰結を予想し、落とし所を見出す”というのは、身につけるべき、不可欠な資質ではあります。しかし、それによって、「目的」や「必要性」がないがしろにされてしまい、必要な取り組みがなされなくなってしまうとすれば、まさに「本末転倒」なのではないでしょうか？

上記の「有能な、プロっぽい職員」というのがいかなる意味で「有能、プロ」なのかを改めて考えてみる必要もあるように思います。おそらく、それは、行政組織（もしくは職員）にとって有益な存在だという意味に過ぎないのではないでしょうか？

しかし、いま求められているのは、市民にとって有益な存在としての「有能な、プロ職員」なのです。それに関連して私が思いだすのは、「すぐやる課」で有名な千葉県松戸市の市役所のエントランスに掲げられているという次の言葉です。

「市役所は市民に役立つ所・市民にとって役に立つ人がいる所」

ドラッグストアチェーン日本最大手の「マツモトキヨシ」の創業者で、1969年から1973年まで松戸市長を務めた松本清氏の言葉です。

自治体職員の皆さんには、この言葉の重さを噛みしめて欲しいと思います。

1-5　思い・実感を明かさない

自分に与えられた役割やルールを楯にして、ひたすら表面的にその場をやり過ごすことだけに終始する職員もいます。そうした職員は、市民からはもちろんのこと、他の職員からも信頼されません。「本気」じゃないからです。

そうした職員が増えると、周りの人間は、虚しさと徒労感を与えます。「役割やルール、表面的なコミュニケーション・スタイルを楯にして、自分自身の実感や居所をあかさない人は、関係性を冷やす」のです
。

　他方で、自分の思いや悩みを打ち明けたり、弱みを見せたりすることは他者の共感を呼び、また信頼関係を構築するきっかけにもなります。もちろん、共感し得ないような悩みを告白したり、ただひたすらに弱音を吐き続けるのでは逆効果です。「どのような思い・悩み・弱みを、いかなるタイミングで、どういう風に開陳するのか？」が重要です。

うまくいった事例として、コンサルトプロセスデザイナー・元吉由紀子氏は、その著書『どうすれば役所は変われるのか』の中で、“三重県生活部でのオフサイトミーティングの際の部長挨拶が部下たちの共感を呼び、職員意識を高めた”という話を紹介しています。その部長挨拶は次のようなものでした。

「私も生活部の部長になって困っている。県のほかの組織は、みんな国の省庁とつながりがあって、県土整備部の部長であれば建設省、農林水産商工部であれば農林水産省や通産省、健康福祉部であれば厚生省と、やるべき仕事がだいたい分かっている。自分もこれらの部の部長になっていたとしたら、過去の延長線から部をどのように方向づけていけばいいのか、おおよそ推測ができただろう。でも、生活部は、生活者起点の県政を目指すという理念のもとではじめてできた部だ。これから部をどうしていけばいいのかは、私にもわかっているわけではない。これからつくっていくものなんだ。だから、みんなも一緒に考えてほしい」

（元吉由紀子『どうすれば役所は変われるのか』日本経済新聞出版社、2007年、194～195頁）

　このように上位者や先輩が自らの思いを率直に語り、悩み（弱み）を見せながら、一緒に考えて欲しいと訴えると、相手の心により一層強く響くようです（もちろん同僚同士の場合でも有効だと思います）。いずれにせよ、大事なのは他者と「向き合う」ことであり、心を開くことなのではないでしょうか。

なお、自分の思い・実感を明かさないのは、そもそも感度（＝アンテナ）が低く、自分の考えがないからかもしれません。そうなると事態はかなり深刻です。「他者感覚」の欠如どころか、「自己の正義感覚」そのものが希薄化しているわけですから。

1-6　「つまらない」と思いながら働く

　自治体職員の中には、自身の仕事を「つまらない仕事」もしくは「おもしろくない仕事」と思いながら働いている人がいます。そういう人の中には、「（生活のために）仕方なく働いている」と周りから見えてしまうような、おざなりな感じのする仕事の仕方に終始している人が少なくないのではないでしょうか？これもまた「求められない働き方」の典型例です。

　「つまらない」「おもしろくない」と思っていては、モティベーションが上がらないのは当然です。確かに公務の中には、ルーティン中心で創意工夫の余地が狭く、一見おもしろくなさそうな仕事があるのは事実だと思います。が、しかし、そこをどう工夫していけるかが重要なのではないでしょうか？

そこで、「おもしろきこともなき世をおもしろく」と詠んだ高杉晋作に倣って、「おもしろきこともなき仕事をおもしろく」するための方法を考えてみたいと思います。その方法は少なくとも3つあります。

第1に、“自己目標を設定する”という方法です。たとえば、“今日面談する相手のうち、少なくとも3人が微笑む瞬間を作って見せるぞ”とか、“これまで1時間に5件しか処理できなかった件数を7件処理できるようになるぞ”とか、何でもいいのですが、ちょっとした自己目標を設定するわけです。できれば、そこに“遊び”の要素が含まれていると、より楽しく仕事ができるのではないかと思います。組織レベルで言えば、仕事のスキルに応じて“段位”を与える仕組みを導入するといった“遊び”もありえるでしょう。

　第2に、「何のために、なぜその仕事が必要なのか」という「より高次の目的」を意識化したり、「誰のためにその仕事をしているのか」という「仕事の名宛人」を意識化したりするという方法です。前者の方法は、「手段」としての自分の仕事が、最終的にいかなる「目的」に寄与しているのかを意識化することに他なりません。一方、後者の方法については、哲学者・鷲田清一氏の次の言葉がその意義を端的に示していると思うので、そのまま引用しておきましょう。

「何千枚もの切手をただ貼るだけの単純労働も、強いられた事務仕事としては、石を運び上げては転がり落とすという無意味な反復を強いられたシジフォスの作業をしか意味しないが、それがヴォランティア・チームや党や教団のためであるとわかっていれば、別の意味を持つ。…（中略）…前者の単純作業においては、＜だれのために＞という契機がそっくり抜け落ちているのだ」

（鷲田清一『だれのための仕事』岩波書店、1996年、176頁）
　第3に、“仕事の広がり”をイメージし、“仕事の幅を広げる”という方法です。この方法の効用を見事に示しているのが、東京ディズニーランドの「カストーディアル」という仕事の事例だと思います
。

　かつて、この仕事は一日中パーク内の清掃をする「きつい、きたない」の「2K職場」と見なされ、アルバイト募集しても人が集まらず、せっかく集まったアルバイトも途中でやめるケースが少なくなかったそうです。それがいまでは、逆に人気職種の1つとなり、アルバイトの採用募集にも人が殺到するようになったとのこと。なぜそのようなことが生じたのでしょうか？

　答えは、上司・先輩たちがカストーディアルの重要性を次のような形で繰り返し伝えたという点にあるようです。

「カストーディアルというのは『清掃担当』という意味じゃないんだ、カストーディアルには、『管理する』とか『保護する』という意味があるんだ。

　カストーディアルは、自由にパーク内を動きまわることができるでしょ。だから、当然、困っているゲストを見つける機会も多くなる。

　そういうとき、そのゲストに声をかけて、困っていることを解消してあげる大切な役割を担っているんだ。清掃だけじゃないんだよ。

　つまり、カストーディアルには、パークを清潔に管理する、ゲストを保護するという意味が込められているんだよ」

（福島文二郎『9割がバイトでも最高のスタッフに育つ　ディズニーの教え方』中経出版、2010年、167頁）

　ここに示されているのは、「仕事の広がり」をイメージしていくことの大事さです。そして、実際、その後、カストーディアルを務めるアルバイトたちは、ゲストに楽しんでもらうために、落ち葉でミッキーマウスの顔を作って見せたり、ローラーブレードで清掃したりといった具合に、ショーアップ化を通じて「仕事の幅」を広げています。

　こうした工夫は、公務領域でもすることは可能ですし、すべきだと思います。ちなみに、大阪市従業員労働組合による公園維持管理業務の改善運動は、その萌芽として高く評価できるように思います
。

1-7　摩耗する働き方

　ここまで述べてきたような「求められない働き方」を脱するには、より真摯に仕事と向き合う必要があります。しかしながら、われわれは、自治体職員に無定量に働くことを求めているわけではありません
。

無定量に時間を費やし、仕事に埋没するような働き方は、本人を摩耗させます。また、それは、家事や介護を家族（特に女性）に押し付けることにつながるなどして、周りを不幸にします。さらに、地域活動や趣味から本人を遠ざけ、友人とのコミュニケーションを希薄化させます。

　求められるのは、ダラダラと仕事をするのではなく、「決められた時間になすべき仕事をしっかりと遂行すること」（＝生産性を上げること）であり、そのためには、仕事の優先順位を明確にした上で、「余計な仕事」をカットし、余力を創り出すことが必要です。

「忙しいことは、人に必要とされている証左だ」と考え、「忙しさ」を誇りにしている人も少なくありませんが、「忙」とは「心を亡くす」という意味の字であることを、われわれはいま一度肝に銘じるべきでしょう。

1-8　小括

　以上、ここまで見てきた「求められない働き方」の諸特徴は、「求められる働き方」のいわば「不必要条件」とでもいうべきものに過ぎません。すなわち、本節の作業は、「～でないもの」という形で控除的に「求められる働き方」の外延を画したにとどまります。

　そこで、次節では、もう少し積極的に「求められる働き方」とは何かを考えてみたいと思います。

２　求められる働き方―「公務員としての存在意義」を発揮する

　すでに述べたように、「自治体職員に求められる働き方とはいかなるものか？」という問いに対する答えはいろいろありえます。ただ、私自身は、「“公務員の特性”を活かし、“公務員としての存在意義”を発揮するような働き方」というのがその有力な答えではないかと考えています。なぜなら、それこそが、「公務員なんていらない」という声に正面から反論し、「官から民へ」の時代の中で、自治体職員が誇りを持って仕事を続けていくための最善の道だと思うからです。

　とはいえ、上記の答えについても、それを具体的に考えるとなると、多様な姿がありえます。そこで以下では、あくまで試論的にそのいくつかの具体例を示すにとどまることを予めお断りしておきたいと思います。

2-1　大前提として踏まえておくべきこと

　ところで、「求められる働き方」の具体例を考える場合、2つのことを大前提として踏まえておく必要があると考えます。

　第1に、コスト論では、民間には勝てないということです。これは、公務員の身分保障とも関係しますが、本質的には、民間における際限なき市場競争に起因するように思います。

たとえば、通常は6人で5日かかる仕事を、若くて元気のいい労働者を4人程度連れてきて、がむしゃらに働かせて3日で仕上げてしまう。これがまかり通ると、当該仕事にかかる価格相場はぐっと安くなり、いつの間にかそれが標準となります。そして今度は、下がった価格相場でも利益が出るように、安い人件費で雇える人たちを使うというわけです。

こういうやり方は「公正な労働」という観点からするとかなりの問題を含むわけですが、いまはそのことは於いておきます。重要なのは、コストだけで勝負しようとしても、公務員は勝てないということです。

　第2に、「公権力の行使」に公務員の本質を見出し、これに期待をかけるのは無益であるという点です
。というのも、現在の「公務の広がり」からすると「公権力の行使」と呼べるものは一部に過ぎませんし、さらに、「公権力の行使」というのを、公権力事務事業全体（もしくは行政作用全体）レベルではなく、個々の行為レベルでとらえる場合、その範囲はさらに極小化されるからです。近年の公共サービス改革、特に、違法駐車対応業務の民間開放を内容とする道路交通法改正や、構造改革特別区域法による「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等の特例」などにみられるのは、「事務事業の『行為』単位への切り分け」という考え方
であることを忘れるべきではありません。「公権の行使」といえるものなど、現在の公務の広がりからすればごくごく一部に過ぎないのです。
　まとめます。公務員はコストで勝負したら民間には（例外はあるかもしれませんが）まず勝てません。だからといって、「安かろう、悪かろう」を旗印に民間化反対を言っているだけでは、説得力に欠けます。また、「公権力の行使」に依拠して自分たちの立場を守ることは困難になっています。

自治体職員は、コストの高さを補って余りある、何らかの「付加価値」を積極的に創出していくべきなのです。
2-2　公務員の３つの特性―総合性、中立性、専門性

　では、その「付加価値」を創出するにはどうしたらよいのでしょうか？ここで「公務員の特性」を活かすという視点が大事になってきます。その手掛かりの1つは、行政法学者・原田大樹氏の次の文章に秘められています。

「公務員集団が必要とされる理由は、利害からの隔絶・専門性の蓄積・総合調整機能の三つの要請を定型的に満たしている組織が、公務を遂行するにあたっては必要と考えられてきたからである。逆に、これらの要請を個別的に満たす組織を個別に形成すれば、公務の遂行を公務員集団に委ねる必要はない。しかし、これら三つの要請を同時に満たす組織を新たに創出するには大きな社会的コストがかかるから、実際にはこれらの要請につき公務員集団の水準よりは低い水準で妥協する代わりに、担う公務の範囲・強度を限定する方策がとられてきたのである」

（原田大樹『自主規制の公法学的研究』有斐閣、2007年、292頁）
この主張に基づけば、自治体職員が公務員としての存在意義を発揮し、独自の「付加価値」を創出していくためには、「利害からの隔絶」、「専門性」、「総合調整機能」という3つの特性を活かすことがポイントになるといえそうです。そこで、以下では、これを、「中立性」、「専門性」、「総合性」と言い換えた上で、それぞれの特性を活かした働き方の具体例を示してみたいと思います。順序が前後しますが、総合性を活かした仕事の仕方からみていきましょう。

2-3　総合性の活かし方―自分に与えられた仕事だけでなく全体を見る

まず、「総合性」といってもその中身が分からなければ話は始まりません。この点、私自身は、「総合性」には、基本的に、以下の3つのタイプがあると考えています。

第1に、「空間に着目した総合性」です。たとえば、公共施設の建設場所を選定する際に「地域間バランスなど総合的な観点から判断する」などと言われたりしますが、この場合の用法がそれです。要するに、「局所的に見るのではなく、地域全体を見る」ことを「総合性」と称しているわけです。

第2に、「機能に着目した総合性」です。これは、分野ごと、所管ごとに分かれている事務事業の間の連携・調整を図ることを指します。最もオーソドックスな用法だろうと思います。

第3に、「プロセスに着目した総合性」です。たとえば、地方自治法1条の2第1項は、「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする」と定めていますが、そこでいう、「総合的」とは、「関連する行政の間の調和と調整を確保するという総合性」と「特定の行政における企画・立案、選択、調整、管理・執行などを一貫して行うという総合性」という2つの側面を有しているとされます
。後者の「総合性」がここでいう「プロセスに着目した総合性」です。（いうまでもなく、前者の「総合性」は、私のいう「機能に着目した総合性」と同義です。）

　自治体職員は、一定の空間的広がりを所管し、かつ、地域内状況をかなり詳細に知っているという意味で「空間に着目した総合性」を発揮できる立場にあり
、（特に事務系の場合、）ジェネラリストとしてさまざまな分野を経験する機会が多いという意味で「機能に着目した総合性」を発揮しやすい立場にあります。「プロセスに着目した総合性」については、これまで「企画・立案は国、実施は自治体」といった発想が根強かったわけですが、分権時代の今日、自治体が主体的に企画・立案機能を担っていくことこそが望まれています。

では、こうした3つのタイプの総合性のいずれかもしくはすべてを発揮するような働き方とはどういうものなのでしょうか？

このうち、「機能に着目した総合性」については、「自分に与えられた仕事の枠内だけで考えず、より広い観点で分野横断的な連携を図るような仕事の仕方をすること」といった具合に比較的分かりやすいのですが、他の2つはイメージが抱きにくいかもしれません。この点、その具体例を描いてくれているのが、行政学者の武藤博己氏です。

「以前に保育士さんの集会でお話をしたことがあるのですが、一人一人の保育士さんについては、自分に与えられた仕事をしっかりするというのは第一の責任です。しかしながら、ただそれだけだったら民間の保育士さんと何ら変わらないわけですが、公務としての保育士ということであるならば、他の施設における保育の状況についても、自分の分かる範囲で目を配るということが必要なのではないか、と思っています。もちろん行政全体としても、地域のなかの保育サービスが過不足無く行われているかどうかというのは重要ですから、それを見守るような精神が公務員精神なのではないかなと最近は考えています」

（武藤博己編『自治体行政の「市場化」』公人社、2006年、148頁）

ここには、「空間に着目した総合性」と（自分に与えられた保育業務にとどまらず、保育所行政のあり方の改善に取り組むという意味で）「プロセスに着目した総合性」とを組み合わせたような働き方の具体例が示されているように思います。

2-4　中立性の活かし方①―つなぎ役と調整

　公務員の特性の第2は、「中立性」です。「中立性」には、一般に、①行政機関は、どの政党、政治家が政権をとっても、これに忠実に従うこと、②行政機関の有する資源を党派的に利用しないこと、という2つの意味合いがありますが、ここでは、「利害関係を伴わない」という意味での“「中立性」の衣”を活かした仕事の仕方を考えたいと思います。

その具体例を私に教えてくれたのは、NHKの番組「プロフェッショナル　仕事の流儀“ばかもの”が、うねりを起こす～公務員・木村俊昭～」（2009年5月19日放送）でした。こ
の中で、木村俊昭氏
は、岡山県真庭市でだんじり祭りを通じて地域おこしをしようとしている市民グループ（久世祭りだんじり保存会）を訪ねました。その場で、木村氏は、祭りを盛り上げるために、合併した隣町（旧・勝山町）のだんじりグループと一緒に活動してはどうかという大胆な提案をします。「譲れないところはあるとしても、お互いに高め合うことが大事ではないか」というわけです。

ところが、市民たちは口々に、それぞれの町で祭りに対する強いこだわりとプライドがあることを述べ、拒絶反応を示します。曰く、「勝山の人と祭りの話はしちゃいけんのです」とのこと。

両者の連携の難しさを感じながらも、木村氏は、「なかなかそれができないから…」と言いながらパッと横を向いて、お世話役で付いてきていた真庭市の若手職員に言うのです。

「君がやるしかない」
ここに示されているのは、「考え方の異なる主体間の橋渡しをし、接着剤となること」こそ、自治体職員に求められているし、自治体職員でなければそれは難しいということです。利害関係のある人が「接着剤」になろうとしても、「何かうまいことを考えているに違いない」などと誤解されるかもしれません。この点、“「中立性」の衣”をまとう自治体職員には一日の長があるわけです。

このように、“「中立性」の衣”をもっとうまく活かしていけば、「地域のコーディネーター役」としての自治体職員の存在価値は高まっていくのではないでしょうか？
2-5　中立性の活かし方②―「身分保障」を活かして正義を貫く

　ところで、中立性そのものではありませんが、それを担保するために用意されている「身分保障」をより意味ある形で活かしていくことも、自治体職員に求められているように思います。この点は、本委員会のメンバーの1人である行政学者・原田晃樹氏から学びました。原田氏は、私に次のように語ってくれました。

「公務を民間が担おうと、公務員が担おうと、差は出ないという議論がありますけど、子どもが通う保育園の民営化を考えると、やはり差があると思うんですよね。

以前（保育士が公務員だった時代）は、『絶対、この親、子供を虐待しているよな』って思えるケースがあれば、その親に対して問い正す姿勢が保育士に見られたんです。ところが、民間になってからは、相手の機嫌を損ねてはいけないという配慮からかもしれないですけど、保育士が親に対して厳しいことも言わなくなりました」

　原田氏の指摘が必ずしもすべて正しいとは思いません。その指摘が当てはまるケースもあるでしょうが、民間の保育士の中にも保護者と真摯に向き合っている方々はたくさんいらっしゃいます。「民間の保育士であれば、自ずと保護者に甘くなる」とは言えないことを強調しておきたいと思います。

　その上で申し上げるのですが、ここであえて原田氏のコメントを引用したのは、そこに、「公務員も民間と同じように顧客志向を持つべきだ」というNPM的な発想とは逆に、「相手に不都合な内容で、相手の気分を害する可能性があることであっても、それが正義にかなうことであれば、正面から口にできる」という点に公務員の強みがあり、それを活かしていくべきことが示唆されているからです。そして、そうした働き方を仕組みとして支えているのが、「身分保障」なのだろうと思うのです。

これまでの公務員の多くは、「身分保障」を自らの生活安定のための手段としてとらえ、そこに安住するだけにとどまってきたように思います。しかし、そうではなく、己の正義・良心を貫くために「身分保障」を積極的に活かすという発想こそがいま必要なのではないでしょうか？

2-6　専門性の活かし方―プロ化と政策形成

　最後に、「専門性」を活かした働き方についてみていきましょう。これについては大きく分けて2つの方向があるように思います。1つは、執行の場面で専門性を発揮するという方向です。たとえば、全国には、多重債務問題のプロ、産廃不法投棄摘発のプロと呼ばれる自治体職員がいますが、こうした人たちは、特定業務の遂行に必要な専門能力をとことん高めることで、見事に成果を上げています。

もう1つは、企画・立案の場面で専門性を活かしていくという方向です。言い換えれば、「政策形成を行う」という方向です。私は、この方向を模索していくことが分権時代の自治体職員に最も期待されていると考えています。

　読者の中には、なぜそれが「専門性」を活かすことにつながるのかといぶかしがる方もおられるかもしれません。しかし、本来、自治体職員ほど、地域の実態を知り、かつ、関連法制度を細かな通知レベルまで知っている人は世の中にそうはいないと思うのです（逆にいえば、それがある水準以下しかできていない職員は、そもそも「自治体職員失格」だと思います）。つまり、本来、国の法制度が現場にいかに適合していないかとか、国の法制度では何が不足しているのかといった事柄について、最もよく知っているのが自治体職員であるはずなのです。

しかし、これまでそうした意味での知見（＝専門性）を活かすことをほとんどの自治体職員はやってきませんでした。第1章でも述べたように、「与えられた仕事をこなす」、「国が決めたことを着実に実行する」といった仕事の仕方が支配的だったからです。

そして、そうした仕事スタイルを多くの自治体職員がとり続けてきたからこそ、「公務の遂行は、民間事業者にアウトソーシングしてやらせれば十分であり、公務員に任せる必要はない」などという批判が出てきたのでした。

しかし、分権時代においては、「企画・立案は国、実施は自治体」という旧態依然とした観念は払しょくされなければなりません。第1次分権改革で法令自主解釈の余地は大きく広がりました。国の法制度が地域の実情に合わないなら、自治体の実情に合った政策や制度を独自に創出するべきなのです。

2-7　小括

　以上、本節では、総合性、中立性、専門性という公務員の3つの特性に着目し、それを活かすことで「公務員としての存在意義」を発揮しうるような働き方の具体例を示しました。

もっとも、本章の冒頭で述べたように、ここで示したのはあくまで例に過ぎません。是非、読者の皆さんには、「『公務員としての存在意義』を発揮するような働き方、求められている働き方ってどういうものだろう？」という問いに対して、自分なりに考えてみていただければと思います。この問いは、問い続けること自体に意味がある問いだと思うからです。

３　「職場で働く」を相対化する―「働く」の意味拡充

　前節では、「“公務員の特性”を活かし、“公務員としての存在意識”を発揮する働き方とはどういうものなのか？」ということを考えてきました。そこでは「職場で働く」（＝「働くというのは、役所の勤務時間中のことである」）ということは暗黙の前提でした。

　これに対し、本節では、その「職場で働く」ということ自体を相対化することを考えてみたいと思います。

3-1　「働く」の意味を広げる

ヒントを与えてくれたのは、社会的起業家・駒崎弘樹氏による「『働く』の意味を広げる」という着想でした。まずは、次の文章をご覧ください。

「そう、誰かが言っていた。日本語の『働く』という言葉は、傍（はた）を楽（らく）にさせることから来ている、と。･･･（中略）･･・妻を、子を、家族を、友を、地域を、社会を、全ての他者を楽にさせることは、『働く』なんだ。今自分が職場でやっていることだけが『働く』なんじゃない。『働く』は他者への貢献のことなんだ。ならば家事も、家族との会話も、友との語らいも、地域への関わりも、『働く』じゃないか。いくつもの『働く』を実現できる働き方。それはつまり、自分に関わる全ての他者に貢献することができる働き方だ。僕たちは人生を生きることを、『働く』として捉えなおすことができるのだ」

（駒崎弘樹『働き方革命―あなたが今日から日本を変える方法』ちくま新書、2009年、67頁）

　ここにおいて駒崎氏は、家庭での家事や会話、友人との時間、地域への関わりなど、これまで「プライベート」とされてきたことも含めて、「働く」と観念すべきだという提言をしています。実際、彼は、「いくつもの『働く』を実現できる働き方」として「『長時間がむしゃら労働』から「『決められた時間で成果を出す』スマートワークへ」というコンセプトを提示し、それを実現するためのさまざまな取り組みを提案・実践しています
。

　彼の考え方が注目に値するのは、「働く」の意味を拡充することにより、①ワークライフバランスを回復し、「摩耗しない働き方」が実現できる、②「職場での仕事」だけでは自己実現が困難な場合に他の「働く」でカバーできる、③家庭生活や地域への関わりを深めることを通じて、「一市民」としての感性を回復することができる。その結果、「一人協働」が実現できるようになる、④行政以外のさまざまな人たちと交流し、学習する機会を得ることができる、といった効用が生み出されるからです。以下、順に見ていきましょう。

3-2　摩耗しない働き方の実現―「働く」の意味拡充の効用①

　まず、本章の1-7で述べたように、「忙しさ」に追われ、「摩耗する働き方」は好ましくありません。真剣に仕事に取り組みながらも、時間内にきっちり必要な仕事を終えるような仕事の仕方が求められています。

　思うに、最近、若手職員を中心に、「無理をしない働き方」（飲み会に付き合わない、昇進しようとしないなど）が増えてきているのは、潜在的に「摩耗する働き方」への忌避感があるのではないでしょうか。とすれば、そうした潜在ニーズに応える意味でも「摩耗しない働き方」が求められていると言えるでしょう。

家族、友人、地域社会に貢献することも「働く」ことだと考えるという発想は、「『決められた時間で成果を出す』スマートワーク」の実現と「職場で働く」ことの相対化とを通じて、「摩耗しない働き方」につながるという点に、第一の効用を有しています。

3-3　「ありがとう」と言ってもらえない仕事のカバー―「働く」の意味拡充の効用②

　自治体職員にとって、市民から「ありがとう」と言ってもらえることこそ、最大の喜びであり、職員冥利に尽きるといってよいでしょう。

ところが、公務の中には、がんばればがんばるほど、市民から厭な顔をされてしまう仕事や、時としてすさまじい徒労感に終わってしまうような精神的にしんどい仕事もあります。税の徴収が前者の典型例であり、生活保護が後者の典型例です。こうした仕事の場合、その仕事に没入すると精神的にやっていけなくなってしまいます。そのことを「べてるの家」（精神障害を経験した当事者たちの活動拠点）の設立者の1人でソーシャルワーカーの向谷地生良氏は、次のような言葉で的確に指摘しています。

「その仕事自体からエネルギーをもらわない。決してプラスになるものばかりではなくて、マイナスのエネルギーもたくさんあるから。その仕事に寄りかかって、そこだけからエネルギーや活力を得ていると、とんでもないことになる。むしろ生き甲斐にならないことも多いので、そこに依存しているとだんだん枯れるからです」

（西村佳哲『みんな、どんなふうに働いて生きてゆくの？―自分の仕事を考える3日間Ⅱ』弘文堂、2010年、128頁）

　「職場で働く」ことにのみ依存する生き方は、その仕事のタイプ次第で、マイナスのエネルギーを通じて、その人を枯れさせてしまうことがあります。しかし、「働く」場が複数あれば、プラスのエネルギーを職場以外の場で代替的に調達することが可能になるのです。

3-4　「一市民」としての感性の回復と「一人協働」の実現―「働く」の意味拡充の効用③

自治体職員は3つの顔（ペルソナ）を持つなどといわれます。「労働者としての顔」、「職業人としての顔」、「市民としての顔」の3つです
。

この3つは、時として矛盾します。たとえば、行政サービスの充実は、「労働者」としての立場からすれば、業務の増大になるため好ましくないかもしれませんが、そこに住む「一市民」としては、基本的に好ましいとされるでしょう。職業人としては、どちらでもなく、ただ甘受すべきものと観念されるのかもしれません。

いずれにせよ、この3つのペルソナが矛盾した場合に、どのペルソナを行為選択の規準にすべきかが問題になるわけです。そして、私を含め、多くの人々が考えてきたのが、「市民的ペルソナ」をその規準とすべきということです。

ところが、自治体職員の多くが「市民の皆さん」などと（自分はそこに含まれないかのような）言い方をしていることからも分かるように、どうも「市民的ペルソナ」は忘れられがちなのです
。その結果、「一市民」として考えれば当然疑問に感じるようなことに気づけなくなっている職員が少なくないように思います。

「働く」の意味を拡充することは、生活空間に身を置き、地域に生きることにつながります。つまり、それは、「市民的感性」を取り戻すことや、それまで知っていたようで知らなかった「地域のこと」をよく知ることにつながるのです。

さらにそれは、自分の中に「協働」を創りだす契機にもなります。そのことを、「NPOえちぜん」事務局長で越前市職員でもある川崎規生氏は、次のように独特の表現で語っています。

「･･･自治体職員は、いつも･･･（中略）･･･『こちら側』にばかりいると思っているけれども、市民として活動していれば一人で協働は実現するはずだ。･･･（中略）･･･何か特別な『活動』をしなくても『生活』をしている以上、自治体のサービスを提供すると同時にそれを享受しているわけだし、一方で自己の生活実感に照らし自治体施策も作られ見直されるべきで、自治体職員である以上、その存在そのものが協働体であり、自治体職員に協働は内在している」

（NPO法人丹南市民自治研究センター『地域を変える自治研力』、2010年、101～102頁）

　「市民的ペルソナ」を選択規準とするということは、川崎氏のいう「一人協働」を実現することに他なりません。「役所の常識は世間の非常識」などと揶揄されることもありますが、市民的感性を高めることは、そうした「役所の常識」の見直しにつながるのです。

なお、農村地域の市町村職員の場合は、普段から（消防活動やお祭りなど）地域活動に深く入り込んでいますから、自然にそれを実践している人が比較的多いと思うのです。しかし、都市部の市町村職員や現場から距離のある都道府県職員の場合には、意識しないとできないと思います。是非、意識的に試みていただければと思います。

3-5　学習・交流―「働く」の意味拡充の効用④

　「働く」を「職場で働く」、それも「与えられた仕事をこなすこと」として理解してしまうと、その業務を遂行する上で直接役立つものだけを学ぶにとどまったり、その業務を遂行するのに必要な限りでの人間関係に終始したりしがちになってしまいます。

この点、「働く」の意味を拡充することは、本務と直接関係のない事柄についても広く学ぶ意欲につながったり、多彩な人々との交流の輪を広げたりすることにつながります。地域の集まりに出れば、多様な分野で活躍する人たちと出会えるでしょうし、友人たちとの会話がきっかけで新たな興味・関心が生まれてくるかもしれません。自己を客観的に見直し、反省することにつながったり、世の中の変化を敏感に感じ取れるようになったりもするはずです。

学びや交流を通じて得たものが本務で直接すぐに役立つということは、あまりないかもしれません。しかし、学びや交流は、着実にその人の能力を高めていきます。即効性はあまり期待できないかもしれませんが、漢方薬のようにじわじわと効果が出てくるものなのです。

3-6　トータルでプラスに！

　以上、本節では、「働く」の意味を拡充するということの意義を見てきました。自治体職員の皆さんの根底にあるのは、「地域のみんなを幸せにしたい」ということだと私は考えています。「働く」の意味の拡充は、まさにそれにマッチしているのではないでしょうか？

　もちろん、自治体職員の“本分”は「職場で働く」ことです。すでに述べたように、それ以外の場で「働く」ことが、すぐに“本分”の部分に直接役立つことは少ないかもしれません。が、しかし、長い目でトータルに見れば、“本分”にとっても、きっと大きなプラスになると私は確信しています。

（嶋田暁文）
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